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背景 
2018年5月25日、EU加盟国は、クロスボー
ダーの税務アレンジメントの報告義務を対
象としたEU指令2018/822（EU義務的開示
制度、または、DAC６）を採択しました。
このEU指令は、2019年12月31日までに各
EU加盟国の国内法に導入することを求めて
いました。 

このEU指令は、納税者による税務プラン
ニングの情報を税務当局に提供させると
共に、税務当局が租税回避を抑止すること
ができるようにすることを目的としていま
す。通常、DAC6に基づくEU加盟国の税
務当局への報告義務があるのは、税務アド
バイザーのような仲介者となりますが、納
税者自身が報告義務を負う可能性がありま

す。報告期限はかなり短く、注意深く監視
し順守する必要があります。DAC6の義務を
順守しない場合には、厳しい罰則が課され
る可能性があります。 

以下、EU義務的開示制度の重要なポイン
ト、及び、ドイツ国内法への導入について
まとめています。
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概要 
EU指令2018/822（DAC6）は2018年5月25日
に発効し、2019年12月31日までに国内法に
導入することとされていました。DAC6は、O-
ECD/G20 BEPSプロジェクトの行動計画12「
義務的開示制度」と密接に関連しています。

DAC6は、EU加盟国の税務当局に情報を提供
することににより、有害な税務スキームに対し
て迅速な対応を可能とすること、及び、法律の
制定、ないし、適切なリスク評価や税務調査の

DAC6の原則 
原則として、関連する納税者のために、RCBA
を設計、販売、組織化、実施可能な状態する又
は実施を管理する仲介者は、そのRCBAを税務
当局に報告する義務を負い、その報告内容は他
のEU税務当局に共有されます。 

仲介者が関与していない場合や、仲介者が
RCBAの報告義務を負わない（守秘義務や法
的特権などの理由により）場合には、関連する
納税者に二次的な報告義務が課されることに
なります。

仲介者は、関連するEU納税者に対するRCBA
のプロモーター又はサービス提供者として行
動する場合、DAC6の対象となります（詳細は
以下を参照）。

納税者は、RCBAから便益を得る場合、DAC6
の対象となります（詳細は以下を参照）。

報告対象クロスボーダー・アレンジメント
(RCBA)
「クロスボーダー・アレンジメント」とは、複数
のEU加盟国、又は、EU加盟国と第三国、のい
ずれかに関する取り決めで、以下の条件のうち
少なくとも一つを満たすものとされています。
 

図１ – DAC６プロセスの概要

実施を通じて、税の抜け穴を防ぐことを目的と
しています。

潜在的にアグレッシブなクロスボーダーのタッ
クスプランニングについて、初期段階で報告義
務を課すことによる抑止効果についても期待さ
れています。

DAC6は、報告対象クロスボーダー・アレンジ
メント（Reportable Cross-border Arrange-
ments：以下、「RCBA」という。）の開示義務

を、納税者、及び/又は、EU仲介者に課してい
ます（詳細は以下を参照）。

DAC6は、原則としてVAT（いくつかのEU加
盟国においては、VATのアレンジメントについ
ても開示が要求される可能性があるため留意
が必要です。）を除く、全ての税目に適用され
ます。

	• 取り決めの参加者の全てが、同一の法的管轄
地において税務上の居住者となっていない。

	• 取り決めの参加者の1人以上が、同時に複数
の法的管轄地において税務上の居住者とな
っている。

	• 取り決めの参加者の1人以上が、他の法的管
轄地にある恒久的施設を通じて当該他の法
的管轄地において事業を行っており、その取
り決めがその恒久的施設の事業の一部又は
全部を形成している。

	• 取り決めの参加者の1人以上が、他の法的管
轄地において、税務上の居住者であることな
く又は恒久的施設を有することなく、活動を
行っている。

	• そのような取り決めが、自動的情報交換又は
受益所有権の特定に影響を及ぼす可能性が
ある。　

さらに、少なくともホールマーク（以下の定義
及び詳細を参照）の一つを満たすものに限定
されます。 
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仲介者の定義
「仲介者」とは、RCBAを設計、販売、組織化
又は実行可能な状態にする者（プロモーター）
、あるいは、設計、販売、組織化、実施可能な
状態にする又は実施を管理することに関し、援
助、支援、助言の提供を引き受けたことを知っ
ている又は知りうることが合理的に期待される
者（サービスプロバイダー）とされています。

仲介者の例としては、ウェルスプランナー、弁
護士、税務アドバイザー、会計士、企業サービ
スプロバイダー、アセットマネジャー、トラスト
カンパニーなどが挙げられます。

ただし、仲介者は、以下の条件のうち少なくと
も一つを満たすことによってEU加盟国に関連
している者に限定されています。

	• EU加盟国の税務上の居住者である

	• RCBAに関連するサービスの提供を行う恒
久的施設をEU加盟国に有している 

	• EU加盟国において設立されている、又
は、EU加盟国の法令に準拠している

	• EU加盟国の法律、税務又はコンサルタント
業務に関する専門家協会に登録している

非EU仲介者は、当面の間、DAC６の報告義務
は課されません。ただし、非EU仲介者が、関連
するEU納税者に関連するサービスを提供した
際、それらEU納税者が二次的な報告義務を負
う可能性があります。
 
 

関連する納税者の定義
「関連する納税者」とは、RCBAを実施可能で
ある者、RCBAを実施する準備ができている
者、又はRCBAの最初のステップを実施した者
とされています。

関連するEU納税者は、DAC６の報告対象とさ
れ、一定の状況においては二次的な報告義務
を負う可能性があります。

非EU納税者は、現時点ではDAC６の適用範囲
外とされています。ただし、非EU納税者である
ことの文書化が必要となる可能性があります。
さらに、制度範囲が非EU管轄地にまで拡大さ
れた場合には、将来的に非EU納税者も適用範
囲となる可能性があります。

 関連企業の定義
「関連企業」とは、以下のいずれかの方法のう
ち少なくとも一つの方法で、他の者と関係のあ
る全ての者とされています。

	• 他の者に対し著しい影響力を行使する立場
にあることにより、当該他の者の経営に関与
している

	• 議決権の25％超の保有を通じ、他の者の管
理に参加している

	• 直接又は間接に資本の25％超の所有権を通
じ、他の者の資本に参加している

	• 他の者の利益の25％以上を得る権利を有し
ている

関連企業は、「必要に応じて」に報告されなけ
ればなりません。ホールマークの定義（詳細は
以下を参照）を考慮すると、関連企業は、C.ク
ロスボーダー取引に関連する特定のホールマー
ク又はE.移転価格に関連する特定のホールマ
ークに基づくRCBAにのみ関連するとされるべ
き、というポジションをとることができる可能
性があります。 



EU Mandatory Disclosure Rules (DAC6)

報告期限
EU加盟国の大多数は、報告期限を延期してい
ます。ドイツに関しては、以下の通りです。
RCBAに関する税務当局への報告は、公式に
所定されたデータ記録（現在準備中）に従って
提出する必要があります。

2018年6月25日から2020年6月30日までの間
に最初のステップが実施されたRCBAの報告
については、2020年8月31日までに提出する必
要があります。 

2020年7月1日以降に実施可能となった、実施
の準備が整った又は最初のステップが実施さ
れたRCBAに関する報告は、以下のうちいずれ
か早い日の翌日から起算して30日以内に提出す
る必要があります。

	• RCBAが実施可能となった日

	• RCBAの実施の準備が整った日

	• RCBAの最初のステップが実施された日

報告期限の概要については、以下の図２も参照
ください。

市場性のあるアレンジメントについては、報告
期限が異なる場合があります。

報告義務を遵守しなかった場合、遵守しなかっ
た納税者と仲介者に対して厳しい罰則が科さ
れる可能性があります。

報告事項
仲介者又は関連する納税者は、以下の情報を
報告する必要があります。(その知識、所有又は
管理の範囲内で): 

	• 仲介人及び関連する納税者の識別情報

	• そのアレンジメントが報告対象とされるホー
ルマークの詳細（次項を参照下さい。）

	• RCBAの内容の概要

	• RCBAの最初のステップの実施日又は実施
予定日

	• RCBAの基礎となる国内規定の詳細

	• RCBAの価値

	• 関連する納税者のEU加盟国、及びRCBAが
懸念される可能性のあるその他のEU加盟
国、の識別情報

	• RCBAにより影響を受けるEU加盟国の他の
者の識別情報

図２ – DAC６報告期限の概要

2018年6月25日
EU指令発効日

2018年6月25日 – 2020年6月30日
DAC6遡及適用: 

当該期間に最初のステップを実施したRCBAについては、
2020年8月31日までに報告

2020年7月1日
DAC6適用開始:
30日以内に報告
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ホールマーク
「ホールマーク」とは、租税回避の潜在的なリ
スクの兆候を示すクロスボーダー・アレンジメ
ントの特徴や特性を意味します。

これらホールマークは、「メイン・ベネフィット・
テスト」を満たした場合にのみ報告義務が発
生するものと、メイン・ベネフィット・テストの
対象とならずに報告義務が発生するものがあ
ります。

DAC6のドイツでの導入 
2019年12月、ドイツ連邦議会の下院と上院
は、DAC6をドイツ国内法に導入するための法
律を承認しました。当該法律は、連邦法公報に
掲載され、2019年12月30日に発効しました。

DAC6のドイツでの導入は、基本的にEU指令
に沿ったものです。  

報告義務に違反した場合の罰則について、ドイ
ツの税法上は、1件につき最高で25,000ユーロ

A.	 メイン・ベネフィット・テストと繋がる
一般的なホールマーク

B.	 メイン・ベネフィット・テストと繋がる
特定のホールマーク

C.	 クロスボーダー取引に関連する特定の
ホールマーク

D.	 自動情報交換及び受益所有権に関す
る特定のホールマーク

E.	 移転価格に関する特定のホールマーク

ホールマークの詳細については、図３を参照下
さい。

図３ – ホールマークの概要

メイン・ベネフィット・テスト（主たる便
益テスト） 
メイン・ベネフィット・テストとは、全ての関連
する事実と状況から判断し、そのアレンジメン
トから得られると合理的に期待できる主たる
便益又は主たる便益の一つが、税務上の利益を
得ることであると考えられる場合に満たすとさ
れています。  

までの罰金が科されると規定されています。た
だし、遡及適用期間の報告義務については、罰
金が科されないとされています。

ドイツは、報告期限を延期していません。

ドイツ連邦財務省は、法令の解釈に関する指
針を示す政令案を発表しました。

ドイツ国内での税務プランニング及びストラ
クチャについては、現時点では

DAC6と同様の報告義務は課されていませ
ん。 

A.  一般的なホールマーク
1. 秘密保持条項が付されているアレンジメント
2. アレンジメントによる税務上の利益に報酬が連動するもの
3. 実質的に標準化されたアレンジメント 
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B. 特定のホールマーク
1. 欠損会社の買収のアレンジメント
2. 所得を税率の低い又は課税が免除される種類の所得への転換のアレンジメント
3. 迂回取引のアレンジメント

C. クロスボーダー取引に関連する特定のホールマーク
1. 関連企業間のクロスボーダー取引で損金を計上するアレンジメントのうち以下に該当するもの
   a)  受領者の税務上の居住地国が、税金を課さない又は税率がほぼ０％である
   b)  受領者の税務上の居住地国において、当該支払の課税が免除される
   c)  受領者の税務上の居住地国において、当該支払が優遇税制の対象となる

C. クロスボーダー取引にに関連する特定のホールマーク
1. 関連企業間のクロスボーダー取引で損金を計上するアレンジメントのうち以下に該当するもの
   a)  受領者が、税務上いずれの国の居住者でもない
   b)  受領者の税務上の居住地国が、課税に対する非協力国のリストに含まれる
2. 複数の国において、同一の資産に係る減価償却費を損金算入するアレンジメント
3. 複数の国において、同一の所得又は資本について二重課税の排除を受けるアレンジメント
4. 資産の譲渡で、評価額が著しく異なるアレンジメント

D. 自動情報交換及び受益所有権に関する特定のホールマーク

E. 移転価格に関する特定のホールマーク
1. ユニラテラル（一方的な）「セーフハーバールール」の適用を受けるアレンジメント
2. 「評価が困難な無形資産」の譲渡のアレンジメント
3. 譲渡者の年間EBIT見込額の50％を超えると見込まれるグループ内譲渡のアレンジメント
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